
契約担当官等の氏名並びにその所属す
る 部 局 の 名 称 及 び 所 在 地

契約を締結した
日

契約の相手方の商号又は名称
及 び 住 所

法人番号
一般競争入札・指
名 競 争 入 札 の 別
（総合評価の実施）

予定価格 契約金額 落札率
備
考

分任支出負担行為担当官 %

九州地方整備局下関港湾事務所長　寺園　正彦 R7.4.1 5010005002705 一般競争入札 49,753,000 48,257,000 97.0

R7.4.1 ～ R8.3.25 九州地方整備局 総合評価

下関市東大和町２－２９－１

分任支出負担行為担当官 %

九州地方整備局下関港湾事務所長　寺園　正彦 R7.4.1 2010501016723 一般競争入札 45,067,000 36,954,940 82.0

R7.4.1 ～ R8.3.19 九州地方整備局 総合評価

下関市東大和町２－２９－１

分任支出負担行為担当官 %

九州地方整備局下関港湾事務所長　寺園　正彦 R7.4.1 9010001044516 一般競争入札 9,130,000 7,227,000 79.2

R7.4.1 ～ R7.11.7 九州地方整備局 総合評価

下関市東大和町２－２９－１

分任支出負担行為担当官 %

九州地方整備局下関港湾事務所長　寺園　正彦 R7.4.1 7010901005494 一般競争入札 10,505,000 8,327,000 79.3

R7.4.1 ～ R8.3.13 九州地方整備局 総合評価

下関市東大和町２－２９－１

分任支出負担行為担当官 %

九州地方整備局下関港湾事務所長　寺園　正彦 R7.4.1 5290001013141 一般競争入札 11,132,000 8,932,000 80.2

R7.4.1 ～ R8.3.19 九州地方整備局 総合評価

下関市東大和町２－２９－１

分任支出負担行為担当官 %

１式 九州地方整備局下関港湾事務所長　寺園　正彦 R7.4.1 5011101020526 一般競争入札 5,049,000 4,048,000 80.2

R7.4.1 ～ R8.3.19 九州地方整備局 総合評価

下関市東大和町２－２９－１

分任支出負担行為担当官 %

九州地方整備局下関港湾事務所長　寺園　正彦 R7.4.1 9010001044516 一般競争入札 36,388,000 34,705,000 95.4

R7.4.1 ～ R8.3.25 九州地方整備局 総合評価

下関市東大和町２－２９－１

北九州市門司区高田１－
３－１

福岡市博多区下川端町９
－１２建設コンサルタント等

測量・調査

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）

公 共 工 事 の 名 称 、 場 所 、 期 間 及 び 種 別

令和７年度下関港湾事務所管内資料作成業務 一般財団法人港湾空港総
合技術センター

東京都千代田区霞が関３
－３－１建設コンサルタント等

対象工事等の現場近隣

株式会社五省コンサルタ
ント

測量・調査

株式会社エコー九州事務
所

北九州市小倉北区堺町１
－１－１

令和７年度下関港(新港地区)環境調査

下関市長州出島町地先

令和７年度関門航路(西側)土砂処分場水生生物環境調査
いであ株式会社九州支店

下関市長州出島町地先

福岡市東区東浜１－５－１
２測量・調査

令和７年度下関港(新港地区)深浅測量 株式会社三洋コンサルタ
ント

下関市細江新町地先（現況調査）

令和７年度下関港湾事務所管内港湾施設実施設計外業
務

下関市長州出島町地先

（別紙様式１）

令和７年度下関港（新港地区）環境監視資料整理 三井共同建設コンサルタ
ント株式会社九州支社

福岡市博多区博多駅東２
－１４－１建設コンサルタント等

令和７年度下関港海岸変形把握業務
株式会社三洋コンサルタ
ント下関市長府扇町～長府宮崎町地先（山陽地区）

下関市長府外浦町～みもすそ川町地先（長府・壇ノ浦地区）

北九州市門司区高田１－
３－１建設コンサルタント等

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。



契約担当官等の氏名並びにその所属す
る 部 局 の 名 称 及 び 所 在 地

契約を締結した
日

契約の相手方の商号又は名称
及 び 住 所

法人番号
一般競争入札・指
名 競 争 入 札 の 別
（総合評価の実施）

予定価格 契約金額 落札率
備
考

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）

公 共 工 事 の 名 称 、 場 所 、 期 間 及 び 種 別

（別紙様式１）

分任支出負担行為担当官 %

九州地方整備局下関港湾事務所長　寺園　正彦 R7.4.1 9320001000966 一般競争入札 20,053,000 16,005,000 79.8

R7.4.1 ～ R8.3.27 九州地方整備局 総合評価

下関市東大和町２－２９－１

分任支出負担行為担当官 %

九州地方整備局下関港湾事務所長　寺園　正彦 R7.4.1 8013401001509 一般競争入札 35,618,000 34,980,000 98.2

R7.4.1 ～ R8.3.27 九州地方整備局 総合評価

下関市東大和町２－２９－１

分任支出負担行為担当官 %

九州地方整備局下関港湾事務所長　寺園　正彦 R7.4.1 8013401001509 一般競争入札 43,934,000 42,900,000 97.6

R7.4.1 ～ R8.3.27 九州地方整備局 総合評価

下関市東大和町２－２９－１

分任支出負担行為担当官 %

九州地方整備局下関港湾事務所長　寺園　正彦 R7.4.18 7250001005735 一般競争入札 286,880,000 261,470,000 91.1

R7.4.18 ～ R8.3.27 九州地方整備局 総合評価

下関市東大和町２－２９－１

分任支出負担行為担当官 %

九州地方整備局下関港湾事務所長　寺園　正彦 R7.5.30 5290801002921 一般競争入札 5,863,000 4,609,000 78.6

R7.5.30 ～ R7.10.30 九州地方整備局 総合評価

下関市東大和町２－２９－１

分任支出負担行為担当官 %

九州地方整備局下関港湾事務所長　寺園　正彦 R7.7.28 2010001044539 一般競争入札 30,877,000 24,585,000 79.6

R7.7.28 ～ R8.3.13 九州地方整備局 総合評価

下関市東大和町２－２９－１

下関市武久２丁目地先、下関市彦島迫町６丁目地先

三洋テクノマリン株式会社
九州支社

福岡市博多区神屋町１０
－１５測量・調査

該当なし

令和７年度下関港海岸（長府・壇ノ浦地区）護岸工事（７工
区）

福岡市博多区博多駅中央
街７－２１建設コンサルタント等

令和７年度下関港海岸(山陽地区)実施設計(港町水門) パシフィックコンサルタンツ
株式会社九州支社

令和７年６月

建設コンサルタント等

下関市長府扇町１ー２３

北九州市小倉北区京町４
－１－２４

下関市長府黒門南町地先、下関市長府浜浦町地先

工事

住吉工業株式会社

－

令和７年度下関港海岸(山陽地区)水門外実施設計

令和７年度下関港湾事務所管内海岸施設実施設計外業
務 協同エンジニアリング株式

会社下関市長府高場町、長府浜浦町、長府黒門南町、長府港
町

大分市大字三芳１２３８－
１建設コンサルタント等

令和７年度関門航路(西側)土砂処分場水質環境調査

パシフィックコンサルタンツ
株式会社九州支社

－

測量・調査

令和７年度下関港(新港地区)泊地(－１２ｍ)磁気探査
日本ジタン株式会社

下関市長州出島町１番地先

福岡市博多区博多駅中央
街７－２１

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。



契約担当官等の氏名並びにその所属す
る 部 局 の 名 称 及 び 所 在 地

契約を締結した
日

契約の相手方の商号又は名称
及 び 住 所

法人番号
一般競争入札・指
名 競 争 入 札 の 別
（総合評価の実施）

予定価格 契約金額 落札率
備
考

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（公共工事）

公 共 工 事 の 名 称 、 場 所 、 期 間 及 び 種 別

（別紙様式１）

令和７年８月

該当なし

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。



契約担当官等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契約を締結した
日

契約の相手方の商号又は名称
及 び 住 所

法人番号

随意契約によること
とした会計法令の根
拠条文及び理由(企
画競争又は公募)

予定価格 契約金額 落札率
再就職の
役員の数

備考

分任支出負担行為担当官 %

九州地方整備局下関港湾事務所長　寺園　正彦 R7.5.15 － 24,431,000 24,420,000 100.0

R7.5.15 ～ R8.3.16 九州地方整備局

下関市東大和町２－２９－１

令和７年度下関港海岸技術課題検討業務

（別紙様式２）

公 共 工 事 の 名 称 、 場 所 、 期 間 及 び 種 別

令和７年４月

該当なし

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（公共工事）

会計法第２９条
の３第４項１式

別紙１のとおり

該当なし

令和７年６月

令和７年７月

該当なし

建設コンサルタント等

令和７年８月

該当なし

令和７年度下関港海岸技術課
題検討業務沿岸技術研究セン
ター・パシフィックコンサルタンツ
設計共同体
東京都港区西新橋一丁目１４番
２号

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。



契約担当官等の氏名並びにその所属す
る 部 局 の 名 称 及 び 所 在 地

契 約 を
締 結 し た 日

契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称 及 び 住 所

法人番号
一般競争入札・
指名競争入札の別
（総合評価の実施）

予定価格 契約金額 落札率 備　　考

分任支出負担行為担当官 %

九州地方整備局下関港湾事務所長　寺園　正彦 R7.4.1 9250001005345 一般競争入札 15,963,838 15,825,480 99.1

R7.4.1 ～ R8.3.31 九州地方整備局

役務 下関市東大和町２－２９－１

分任支出負担行為担当官 %

九州地方整備局下関港湾事務所長　寺園　正彦 R7.4.1 3250001006415 一般競争入札 3,412,750 3,352,525 98.2

R7.4.1 ～ R8.3.31 九州地方整備局

役務 下関市東大和町２－２９－１

（別紙様式３）

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく競争入札に係る情報の公表（物品役務等）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量

令和７年５月

１式

令和７年度下関港監督船用船
株式会社漁連石油

下関市大和町１－１６－１

１式

令和７年度下関港（新港地区）浮標灯外点滅
確認業務 株式会社みらいジャパン

該当なし

下関市東大和町２－１３－
１

令和７年６月

該当なし

令和７年７月

該当なし

令和７年８月

該当なし

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。



契約担当官等の氏名並びにその
所属する部局の名称及び所在地

契 約 を
締 結 し た 日

契 約 の 相 手 方 の
商 号 又 は 名 称 及 び 住 所

法人番号

随意契約によること
とした会計法令の根
拠条文及び理由
(企画競争又は公募)

予　　定　　価　　格 契　　約　　金　　額 落　札　率
再就職の
役員の数

備
考

分任支出負担行為担当官 %

九州地方整備局下関港湾事務所長　寺園　正彦 R7.4.1 3010401016665 9,306,000 7,972,800 85.7

R7.4.1 ～ R7.8.29 九州地方整備局

役務 下関市東大和町２－２９－１

分任支出負担行為担当官 %

九州地方整備局下関港湾事務所長　寺園　正彦 R7.4.1 7250001006254 4,858,873 4,858,000 100.0

R7.4.1 ～ R8.3.31 九州地方整備局

役務 下関市東大和町２－２９－１

（別紙様式４）

物 品 役 務 等 の 名 称 及 び 数 量

令和７年度下関港（本港地区）保安警備 会計法第２９条
の３第４項

株式会社大日警山口支
店

公共調達の適正化について（平成１８年８月２５日付財計第２０１７号）に基づく随意契約に係る情報の公表（物品役務等）

令和７年６月

下関市西入江町３－１３

令和７年５月

別紙１のとおり

該当なし

土地５，８６１．５３㎡賃貸借

１式

該当なし

令和７年７月

該当なし

１式

富士電子グループ株式
会社

下関市長府扇町８－５

会計法第２９条
の３第４項

別紙１のとおり

令和７年８月

該当なし

（注）必要があるときは、各欄の配置を著しく変更することなく所要の変更を加えることその他所要の調整を加えることができる。



別紙１

件名： 令和７年度下関港海岸技術課題検討業務

件名： 令和７年度下関港（本港地区）保安警備

件名： 土地５，８６１．５３㎡賃貸借

　本業務は、下関港海岸の高潮対策整備事業における、山陽地区の水門等設計・製作・施工における技術課
題の抽出及び検討を行うものである。
　本業務を実施するにあたり、これらに関する豊富な知識及び高度な技術力を要することから、受注業者に対
しては、１．予定管理技術者の経験及び能力（資格、専門技術力）、２．業務実施方針（業務理解度、実施手順
等）、３．特定テーマ（下関港海岸の水門の整備に際し、整備の安全性・確実性を担保するための、現地特性
をふまえた土質調査及び水門等の設計・施工方法における課題と対応策について）の観点から技術提案書の
提出を求めたものである。
　建設コンサルタント等の特定手続きに基づく審査の結果、令和６年度下関港海岸技術課題検討業務沿岸防
災技術研究センター・パシフィックコンサルタンツ設計共同体が最適であると判断されることから、上記業者と
会計法第２９条の３第４項に基づき随意契約を行い円滑な遂行を図るものとする。

　本件業務は、当局が施工する予防保全事業「下関港（本港地区）岸壁(-10m)(改良)」により設置した仮設道
路により、施設管理者である下関市が国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律に基づ
き設定したSOLAS施設のアクセスポイントにおいて、出入管理を行う保安警備業務である。
　予防保全事業の施工中は、これまで制限区域内の岸壁直背後を通行していた荷役作業車を岸壁背後地が
狭隘になることから、一旦、制限区域の外に迂回させ、再び制限区域内に入れる仮設道路のルートしか確保
できなかったものである。
　これにより、通常閉鎖しているゲートの出入管理の実施が必要になったものである。
　当岸壁は保安措置の実施が義務付けられた重要国際埠頭施設であり、施設管理者は保安に関する事項に
ついて、埠頭保安規程を定めなければならない。当規程では選任した埠頭保安管理者が任命した埠頭保安
従事者による出入管理の実施を定めている。そのため、当該埠頭施設の埠頭保安従事者である株式会社大
日警は本業務を円滑に遂行できる唯一の者である。
　よって、会計法第２９条の３第４項により、株式会社大日警山口支店と随意契約するものである。

　 本件は、下関港海岸保全施設整備事業の水門築造工事を施工する際に必要な作業ヤードとして、富士電
子グループ株式会社の所有地の一部を使用するものである。
　当事業は、下関港海岸（山陽地区）において実施されており、水門築造工事を施工するための資材置場等と
して使用する作業ヤードが必要である。
　なお、作業ヤードについては、水門築造箇所に隣接した当該土地以外に適切な場所はない。
　よって、会計法第２９条の３第４項により、富士電子グループ株式会社と随意契約をするものである。


